
千葉市介護保険福祉用具購入費に係る受領委任払実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第

４４条第１項に規定する居宅介護福祉用具購入費及び法第５６条第１項に規定する

介護予防福祉用具購入費（以下「福祉用具購入費」という。）に関し、被保険者が特

定福祉用具又は特定介護予防福祉用具（以下「特定福祉用具」という。）の販売を行

った事業者に対し、介護給付費の受領の委任を行う手続（以下「受領委任払」とい

う。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法の例による。 

（対象者） 

第３条 受領委任払を利用することができる者は、福祉用具購入費の支給を受けること

ができる被保険者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）法第６６条第１項又は第２項の規定により、介護保険被保険者証（以下「被保険

者証」という。）に支払方法変更の記載を受けていないこと。 

（２）法第６７条第１項又は第２項の規定により、保険給付の全部又は一部の支払を一

時差止られていないこと。 

（３）法第６８条第１項の規定により、被保険者証に保険給付差止の記載を受けていな

いこと。 

（４）法第６９条第１項の規定により、被保険者証に給付減額等の記載を受けていない

こと。 

（事業者） 

第４条 前条の規定を満たす被保険者がこの要綱に基づく受領を委任することができ

る者は、特定福祉用具販売又は特定介護予防福祉用具販売に係る都道府県、政令指

定都市又は中核市から指定された事業者（以下「指定事業者」という。）であって、

当該被保険者に法に定める種類の福祉用具を販売する者とする。 

２ 被保険者は、前項の事業者から特定福祉用具を購入した場合に、その福祉用具購入

費の受領を当該事業者に委任することができるものとする。 

（福祉用具購入費受領に関する委任） 

第５条 受領委任払を受けようとする第３条の規定を満たす被保険者が、 

     

 介護保険    福祉用具購入費請求書【受領委任払用】（別記様式）により、福祉  

     

用具購入費を受領する権限について、前条に規定する指定事業者に委任したときは、

当該被保険者が当該指定事業者に支払うべき福祉用具購入に要した費用のうち被保

険者に対し支給すべき額の限度において、市長は福祉用具購入費として、当該被保

険者に代えて当該指定事業者に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、被保険者に対し福祉用具購入費の支給があ

ったものとみなす。 

（申請） 

第６条 被保険者は、特定福祉用具を購入後、福祉用具購入費の支給を申請するときは、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生労働省令第３６号。以下「省令」という。）第

居宅介護 

介護予防 



７１条第１項及び第９０条第１項の規定による申請書（千葉市介護保険規則（平成

１２年千葉市規則第７４号。以下「規則」という。）様式第２２号に規定する介護保

険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費申請書をいう。）に次の各号に掲げる書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

（１）省令第７１条第２項に規定する特定福祉用具の購入に係る自己負担分領収証 

（２）省令第７１条第２項に規定する特定福祉用具の概要を確認できるパンフレット等 

（３）前条第１項に規定する請求書 

（４）その他市長が必要と認める書類 

（支給決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその可否を決定し、そ

の旨を介護保険償還払支給決定通知書（規則様式第２１号）又は介護保険償還払不

支給決定書（規則様式第２１号の２）により当該特定福祉用具を購入した被保険者

に通知するものとする。 

（受領委任払の中止） 

第８条 市長は、第５条の規定により受領の委任を受けた者が、次の各号の要件に該当

するときは、受領委任払を中止することができる。 

（１）受領委任払に係る請求に関し不正があったとき。 

（２）その他受領委任払が適当でないと市長が認めたとき。 

２ 市長は、前項に規定する決定を行ったときは、その旨を当該特定福祉用具を購入し

た被保険者に通知するものとする。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、保健福祉局長が別に定める。 

 

    附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、同日以後の申請に係る福祉用具購入

費から適用する。 

 

附 則 

（施行時期） 

１ この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当

分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

（施行時期） 

１ この要綱は、令和５年３月２０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当

分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。



別記様式 

居宅介護 

介護保険        福祉用具購入費請求書【受領委任払用】 

         介護予防 
                                             年    月    日 

 

 あて先）千葉市          区長                    

                                                        

請 求 者 

氏 名 

 

 

※本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

住 所  

 

  介護保険法第４４条による居宅介護福祉用具購入費又は同法第５６条による介護

予防福祉用具購入費として次のとおり請求します。 

 なお、当該給付費の受領については、次の者に委任します。 
 

 金 額 （１０割） 保険者負担額 

１   

２   

３   

合  計  （請求金額）  

 

 受任者（特定福祉用具販売事業者）  

事業所番号           

事業者の所在地 

事業者の名称 

代表者役職及び氏名 

電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

振 

込 

口 

座 

 

 銀行 

 信用金庫 

 本店 

 支店 

 出張所 

口座種目 口 座 番 号 

１．普通 

２．当座 
       

金融機関コード 支店コード 

       

フリガナ  

口座名義人  

 


